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１．プロジェクト進捗状況 
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■ 全国で72地点が動いているが、FIT後の運開実績は13地点で1万kWに過ぎず、地元

対策上の理由と、調査が初期段階にある理由で、計画出力を公表できていない大規模プ
ロジェクトが多いにも関わらず、大規模プロジェクトが89%を占めており、大規模プロジェク
トを着実に導入して行くことが、ベストミックス達成の鍵である。 
■ 未公表分を含め、規制緩和の想定により、85万kW程度の増大が見込める。 
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２．発電に至るプロセス 

地元
合意 

• 温泉事業者・環境保護派の理解を得るのに数年掛けても合意が得られない事例が有る。 
• 開発計画の妥当性や開発能力などを市町村が評価して、住民理解を促進することが望ま

れるが、公平性の観点を理由に慎重になる例がある。 

地表
調査 

• 地表調査（地質・地化学・物理探査）・温泉調査（源泉位置・泉温・湯量・成分）・環境調査
（希少動植物、水質、景観、微小地震など）を実施する。 

• 掘削候補地を決定する。 

掘削 

調査 

• 温泉法許可不要な地質構造調査試錐を実施して、熱源と地質構造を把握する。 
• 深度1,500m、孔底直径10cm程度の井戸を4本程度掘って、200～300℃を確認する。 

噴気
評価 

• 孔底直径20cm程度の井戸を10本程度掘って、3ヵ月を超える噴気試験を行う。 
• 温泉への影響が無い事、経済性を評価して開発意志を決定する。 

環境
アセス 

• 環境影響評価法の遵守。 
• 系統連系接続契約。 

建設 
• 3万kWの場合、孔底直径20cm程度の井戸を更に10本程度掘りつつ、発電設備を建設する。 
• 特別高圧線への接続線を敷設する。 

運転開始・操業： 地熱蒸気維持の為の補充井掘削と設備の
メンテナンス・更新を100年以上実施 4 



出典：「2012年3月19日 第3回 調達価格等算定委員会資料 日本地熱開発企業協議会」に加筆 

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 １０年目 １１年目 １２年目

160 1,060 2,729 1,689 170 75 75 75 75 10,646 4,575 4,575

160 1,220 3,949 5,638 5,808 5,883 5,958 6,033 6,108 16,754 21,329 25,904

６．建設・試運転

単年度費用

累計

１．地表調査

２．坑井調査

３．噴気試験

４．総合解析

５．環境影響評価

地熱発電３０MWモデルケース工程・コスト表
単位：百万円

項目
調査 開発 環境影響評価 建設
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３．最大導入のボトルネック 
■ 地元交渉の長期化 
• 数年掛かっている例もある。 

■ 小規模発電と大規模発電の競合 
• 例えば、3万kWの可能性が有る地域に小規模発電が先行して既得権益を楯に

大型開発に反対する懸念。 

■ FIT価格の予見性による投資マインドの維持 
• 現行価格を前提とした投資判断の下で、長いリードタイムの一歩が踏み出されている。 

■ 地下情報の不足による資源リスクと調査の長期化 
• NEDO地熱開発促進調査が行われていない所や不十分な所では地下資源リスク

（200℃、1生産井当り25t/hの蒸気流量の未達など）が大きい。 

■ 系統連系に係る費用負担の増大 
• リードタイムが短くて先行する電源による連系容量の占有。 

6 ボトルネックの解消により、85万kW程度の増大を見込む 



４．国民負担最小化 
■ 燃料が要らないので、長期に安定して発電する事によって
コストの低下が見込める 

• ２～３年に１本３～６億円の補充井を掘削して蒸気生産能力と熱水還元能
力を維持する。 

• ２年毎の定期点検時に地上設備を小規模・大規模修繕する。 

■ 技術革新によるコスト低減 

• 断裂探査技術 
• 資源量評価技術 
• 掘削技術高度化 
• 生産井能力減退対策技術 
• スケール予測・防止技術 
• 発電設備小型化 
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 地熱発電のコストは一に資源の質と量に掛かって
おり、如何に優勢な地熱資源を開発できるかが、事
業成功の鍵となる点が他の設備産業と異なる。 
 
 操業開始後の利益最大化に向けたコスト削減は地
道な技術革新、メンテナンス作業の改善の積み重ね
によるが、地上設備は完成技術であるのでコスト削
減幅は小さく、物価上昇の影響の方が大きい。 



４．１ 長期安定100年操業 メンテとリパワメント 
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■ 九州電力㈱の大岳地熱発電

所は4本の蒸気生産井を使用し

て1967年に出力1万2千kWで運

開したが、1本を除き、蒸気流量

が年々減少して運開から12年後

には定格出力が半分まで落ち込

んだので、10年間で5本の補充

井（推定15～25億円）を掘削して

定格出力に戻した。 

 近年、地上設備の老朽化に伴

い、リプレイスする事となり、運

開から52年後の2019年に

2,500kW増強して1万5千kWでリ

パワメントする（推定60億円）。 

４本で
スタート 

１本目枯渇 

２本目
枯渇 

２本補充 ５本目
補充 

定格安定操業持続 
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４．２ 技術革新努力 蒸気タービンの 小型化 

実績 平均 先進技術採用後

柳津西山 65.0 下方 32.3

八丁原1号 55.0 下方 22.0
八丁原2号 55.0 下方 22.0
森 50.0 ⇒ 25.0 下方 21.3
澄川 50.0 上方 30.3
葛根田1号 50.0 下方 27.9
葛根田2号 30.0 上方 24.0
大霧 30.0 上方 19.5
山川 30.0 上方 19.5
上の岱 27.5 ⇒ 28.8 上方 21.5
滝上 25.0 ⇒ 27.5 上方 19.5
松川 23.5 下方 24.1

12.5 ⇒ 15.0

鬼首 12.5 ⇒ 15.0 下方 16.8
大沼 9.5 上方 9.5
八丈島 3.3 上方 3.5

15MW級

本館高さ (m)

15.3
12.6

（軸流排気）

50MW級 26.0
18.0～21.5
（上方排気）

30MW級 21.4

大岳
（2019年予定）

下方 13.8

15.7～18.0
（軸流排気）

既存大規模地熱発電所の本館（タービン建屋）の高さ

発電規模 名称 認可出力（MW) 排気方式
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■ 蒸気タービンの排気方式を下向きから、上向き、軸流へと変更する事によって 

  小型化による環境への配慮と、コストの削減を同時にもたらす技術革新を実現。 

４．２ 技術革新努力 蒸気タービンの 小型化 

５％コスト削減 

２％コスト削減 
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